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不適切な原価管理に関する社内調査の進捗状況について 

 

 2024 年２月９日付け「2023 年 12 月期決算発表の延期及び社内調査委員会設置のお知ら

せ」にてお知らせいたしましたとおり、当社において不適切な原価管理が発生いたしました。 

 この度はご迷惑、ご心配をおかけし、誠に申し訳ございません。 

 本件について、本日までに判明している概要及び社内の調査体制についてお知らせいた

します。 

 

１．本件の概要 

（１）発覚の経緯 

2024年２月６日、当社社員より、当社が受託した業務において生じた人件費等を、当該

業務以外の業務に付け替えた旨の申告がなされ、同日中に当社担当役員宛てに共有されま

した。 

当社は、上記申告を受け、即座に概略の調査を行いました。その結果、より詳細な調査

が必要と判断し、同月９日社内調査委員会を設置して、現在も調査を行っております。 

（２）調査の進捗 

社内調査委員会の指示のもと、関係者のヒアリング、デジタルフォレンジック等の各種

調査を外部機関と共同して進めております。 

現在、申告された業務について、本来原価を計上すべき業務とは異なる業務に業務月報

上の記録をつけること等で、原価を付け替えていることが判明しております。 

  また、他の類似事案の有無を確認するため、追加調査を進めております。 

  



２．社内調査委員会 

（１）目的 

  ① 本件に関する事実関係の確認 

  ② 類似案件調査 

  ③ 財務数値への影響と修正対応 

  ④ 本件が発生した原因の分析と再発防止策の提言 

（２）調査体制 

  委員長：  名波 義昭 ガバナンス統括本部長（コンプライアンス担当役員） 

  委 員：  鈴木 直人 管理本部長 

  委 員：  見附 敬三 監査役 

  委 員：  石川 剛  弁護士（桜田通り総合法律事務所シニアパートナー） 

 

３．調査結果及び 2023年 12月期決算公表の日程について 

 現在、類似案件調査を進めている途上であり、財務数値の確定までに一定の時間がかかる

ことが見込まれます。そのため、現時点において、調査結果及び 2023年 12月期決算の公表

の日程については決定しておりません。公表日程が決定し次第、改めてお知らせさせていた

だきます。 

 

以上 

 


